
沖縄県農林水産部一般競争入札参加資格委員会設置要領

農総第 759 号

制定 平成６年８月１日

（目的）

第１条 沖縄県農林水産部が実施する一般競争入札において入札参加者の資格要件等の確認等を行うた

め、沖縄県農林水産部一般競争入札参加資格委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、本庁と出先機関に設置し、次の各号に掲げる一般競争について審議するものとする。

(1) 建設工事に係る一般競争入札（総合評価方式を含む。）

(2) 測量及び建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務に係る一般競争入札（総合評価方式を含む。但し、沖縄県の「測量

及び建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務入札参加資格者名簿」に登録された者を入札参加対象とするもの。）

２ 委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。

(1) 入札参加者の資格要件及び入札参加資格の有無

(2) 資格確認資料作成説明会及び資料のヒアリングの必要性の有無

(3) 特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）に発注しようとするときは、その適否

及び構成員数

(4) 総合評価方式における技術資料の評価項目及び評価基準の確認

(5) 総合評価方式における技術資料の評価確認

(6) 総合評価方式における落札者の確認

(7) 入札参加資格がないと認められる者の確認及び当該無資格者への理由説明

３ 価格のみの一般競争入札で、資格審査の対象となった落札候補者が有資格者である場合は、工事又

は業務の実施に関する事務を分掌する課(以下本庁は｢主務課｣、農林水産振興センターは｢実施課｣と

いう)に委員会を設置し入札参加資格の確認を行うことができる。

なお、主務課の委員会で入札参加資格の確認を行う場合、審査終了後、落札決定を行い、農林水産

総務課に報告するものとする。

（組 織）

第３条 本庁における農林水産部の(以下｢部｣という)委員会の組織は、次の各号のとおりとする。

(1) 委員会は、委員長、副委員長及び委員で組織する。

(2) 委員長は、農林水産部長、副委員長は、農政企画統括監をもって充てる。

(3) 委員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。

(4) 委員長は、会務を総理する。

(5) 委員長に事故があるとき、又は委員長がやむを得ない理由があると認めたときは、委員長が指名

する統括監がその職務を代理する。

２ 出先機関における一般競争入札に係る委員会は、所長及び所長が別に定める者をもって組織するも

のとする。

第１項第３号を除く同項各号について、これを準用する。この場合、第２号中「農林水産部長」を

「所 長」と読み替える。ただし、副委員長については、所長が別に定める委員でもって充てる。

３ 主務課及び実施課で委員会を設置する場合は、課長を会長とし、課長が指名した者をもって組織す



る。

（会 務）

第４条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

（庶 務）

第５条 本庁における部の委員会の庶務は、農林水産部農林水産総務課、主務課の委員会においては、

課長が指定する者が処理する。

なお、出先機関の委員会の庶務は、所長が指定した班又は者が処理し、実施課においては、課

長が指定する者が処理する。

（雑 則）

第６条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

附 則

この要領は、平成14年10月１日から施行する。

附 則 （平成17年４月11日 農企第61号）

この要領は、平成17年４月１日から施行する。

附 則 （平成18年８月15日 農企第1220号）

この要領は、平成18年７月１日から施行する。

附 則 （平成22年４月26日 農企第386号）

この要領は、平成22年４月26日から施行する。

附 則 （平成24年７月27日 農企第1146号）

この要領は、平成24年７月30日から施行する。

附 則 （平成26年９月４日 農総第1357号）

この要領は、平成26年９月８日から施行する。

附 則 （平成28年９月２３日 農総第１３４０号）

この要領は、平成28年１０月１日から施行する。

別 表 １

農政企画統括監

農業振興統括監

農漁村基盤統括監

農林水産総務課長

村づくり計画課長

農地農村整備課長

森林管理課長

漁港漁場課長

当該審議事案に係る主務課長



平成17年５月１日改正

平成24年７月27日改正

平成26年９月８日改正


